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資料-１

和歌山県土砂災害対策審議会 資料

-土砂災害警戒情報の概要について-

平成26年10月30日

和歌山県県土整備部 砂防課

和歌山地方気象台



沿革（法律の施行・改正、取り組み等）
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年月日 内容

1982年（昭和57年）8月10日
旧建設省発「総合的な土石流対策の推進について」が通知される。長崎災害を契機に砂防工事の推進や警戒避難体制の整備な
どが推進された。

1984年（昭和59年）
旧建設省河川局砂防課長より、警戒避難体制をとるための基準雨量を設定する手法示した通達「土石流災害に関する警報の発
令と避難の指示のための降雨量設定作成指針」（案）が発出され、警戒避難基準の設定を促進するよう指導がなされた。

1999年（平成10年）7月10日
旧建設省発「総合的な土石流対策の推進について」の一部改正について通知される。土石流の警戒基準の設定などがより一層推
進された。（昭和57年の通知の最終改正）

1999年（平成10年） 和歌山県総合土砂災害対策推進連絡会において、土石流警戒基準を決定

2000年（平成12年）3月 和歌山県ホームページにおいて雨量情報の提供を開始、あわせて土石流警戒基準を公表

2000年（平成12年）7月1日 気象庁が土壌雨量指数を用いた土砂災害の警戒情報の提供を開始

2001年（平成13年）4月1日 国が「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」を施行

2005年（平成17年）3月 避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン策定（内閣府）

2005年（平成17年）6月 国土交通省が「国土交通省河川局砂防部と気象庁予報部の連携による土砂災害警戒避難基準雨量の設定方法（案）」を策定

2005年（平成17年）7月1日
国が「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」を改正し、施行（住民に周知させるため、印刷物を
配布する等が追加）

2006年（平成18年）4月1日 市町村合併の実施（和歌山県内50市町村が30市町村に統合）

2007年（平成19年）3月 和歌山県が「土砂災害警戒避難基準雨量」を設定（県内を5km四方195区画に分割し、土砂災害の実績を反映）

2007年（平成19年）1月16日 土砂災害警戒避難基準等検討委員会の開催。現在のCL設定基準・方針が決定した。
2007年（平成19年）4月1日 和歌山地方気象台と和歌山県で「土砂災害警戒情報」を発表開始

2008年（平成20年）5月28日 気象庁が大雨注意報・警報の発表基準に土壌雨量指数を導入

2011年（平成23年）5月1日
国が「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」を改正し、施行（市町村長は住民に対して必要な措
置を講じること等が追加）

2011年（平成23年）8月30日～9月5日 台風12号が県下広域に長時間の豪雨をもたらし、各地で土砂災害が発生

2012年（平成24年）10月2日 和歌山県避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成のモデル基準を策定し市町村へ通知した。（和歌山県総合防災課）

2013年（平成25年）3月19日
国土交通省水管理・国土保全局砂防部と気象庁が、「土砂災害への警戒の呼びかけに関する検討会 報告書」を発表。土砂災害
発生情報を活用した警戒の呼びかけ方について具体的な改善方策の検討、提案が行われた。

2013年（平成25年）6月27日
気象庁が「土砂災害警戒判定メッシュ情報」の提供を開始（実況及び予測に基づいて、解析時刻から2時間先までの土砂災害の危
険度を5kmメッシュ毎に階級表示した分布図）

2013年（平成25年）8月30日 気象庁が「特別警報」の発表を開始

2013年（平成25年）9月25日
一般財団法人日本気象協会が有する短長期の降水予測を利用し、和歌山県気象予測システムを導入。併せて気象予測システム
を有効に活用するため和歌山県避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成のモデル基準を改定。（和歌山県総合防災課）

2014年（平成26年）4月8日
内閣府が「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン（案）」を発表。市町村が避難勧告を積極的に出すための基準とし
て、土砂災害警戒情報を位置づけた。改訂にあたっては、和歌山県も参画し、「和歌山県避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成
のモデル基準」の内容をほぼそのまま採用。



情報の収集・伝達（時期の情報）土砂災害警戒情報

和歌山県和歌山県和歌山県和歌山県と和歌山地方気象台和歌山地方気象台和歌山地方気象台和歌山地方気象台が共同共同共同共同で、大雨による土砂災害の発生の可能性が高まった場合に、
市町村長の避難勧告等発令の判断市町村長の避難勧告等発令の判断市町村長の避難勧告等発令の判断市町村長の避難勧告等発令の判断や住民の自主避難の参考となるよう、市町村単位で発表。

避難勧告発令基準となる情報の提供避難勧告発令基準となる情報の提供避難勧告発令基準となる情報の提供避難勧告発令基準となる情報の提供

●●●●土砂災害警戒情報土砂災害警戒情報土砂災害警戒情報土砂災害警戒情報

和歌山県と和歌山
地方気象台が共同
で、発表する土砂
災害の発生危険性
に関する情報

和歌山県における市町村和歌山県における市町村和歌山県における市町村和歌山県における市町村・住民への土砂災・住民への土砂災・住民への土砂災・住民への土砂災
害警戒情報の伝達害警戒情報の伝達害警戒情報の伝達害警戒情報の伝達

【土砂災害警戒情報の伝達経路】

土砂災害警戒情報

大雨注意報・警報

大雨注意報・警報の中で、予測雨量に
基づき、土砂災害への警戒を呼びかけ

気象台からの情報の流れ （気象警報等）

和歌山県
（総合防災課）

テレビ・ラジオ

市町村

和歌山地方
気象台

気象業務法に基づき伝達

土砂災害警戒情報

和歌山県砂防課
振興局建設部

市町村地域防災市町村地域防災市町村地域防災市町村地域防災計画に土砂災害警戒情報や前兆現象に基づく避計画に土砂災害警戒情報や前兆現象に基づく避計画に土砂災害警戒情報や前兆現象に基づく避計画に土砂災害警戒情報や前兆現象に基づく避
難勧告等の発令基準の記載が可能。難勧告等の発令基準の記載が可能。難勧告等の発令基準の記載が可能。難勧告等の発令基準の記載が可能。

土砂災害警戒情報、前兆現象、切迫性のある情報により発災前の土砂災害警戒情報、前兆現象、切迫性のある情報により発災前の土砂災害警戒情報、前兆現象、切迫性のある情報により発災前の土砂災害警戒情報、前兆現象、切迫性のある情報により発災前の
避難勧告発令が可能。避難勧告発令が可能。避難勧告発令が可能。避難勧告発令が可能。
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※土砂災害発生危険性の時間的推移がわかる
情報を和歌山県HP等にて提供

FAXによる伝達

平成26年10月14日(火) 「土砂災害警戒区域等における土砂災害防
止対策の推進に関する法律」の一部を改正する法律案が閣議決定。
・土砂災害警戒情報について新たに法律上明記され、
・市町村への通知及び一般への周知 が義務づけ

住 民



土砂災害警戒情報の発表基準

土砂災害警戒避難基準線

ＣＬ（Critical Line）
60
分
間
積
算
雨
量

土壌雨量指数

予測

実況

2時間以内の予想で基準を超えるとき発表

（連携案方式）※都道府県と気象台が共通の基準を設定し、
この基準を超過したときに土砂災害警戒情報を発表する方式

予測が基準を超過予測が基準を超過予測が基準を超過予測が基準を超過
した時点で発表した時点で発表した時点で発表した時点で発表

※土壌雨量指数
降った雨が土壌中に水分量としてどれ
だけ貯まっているかを「タンクモデル」と
いう手法を用いて指数化したもの。
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発生降雨

等RBFN出力値線

土砂災害発生危険基準線土砂災害発生危険基準線土砂災害発生危険基準線土砂災害発生危険基準線
（（（（Critical Line））））

・ 土砂災害が発生した降雨をプロットして、土砂災害の発生がない降雨との境界にある等RBFN出力値線※を
土砂災害発生基準線（CL基準）に設定

・ 出力値が高い程、非発生降雨が密な領域となる
※災害データを用いてモデルを構築し得られた土砂災害の起こりやすさを示す線。

国土技術政策総合研究所から提供される「RBFNプログラム」を使用して設定。 5

土砂災害警戒情報の発表基準設定の考え方
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凡例凡例凡例凡例

発生件数

10～
5～
1～
0

おばまし ちゅうの

福井県小浜市忠野

土石流発生土石流発生土石流発生土石流発生9/16 人家全壊３戸9/16 がけ崩れ発生がけ崩れ発生がけ崩れ発生がけ崩れ発生

りっとうし しもどやま

滋賀県栗東市下戸山

死 者１名
人家全壊２戸

土砂災害発生
６４市町村

土砂災害警戒情報発表
４４６市町村

５２市町村

１２市町村

３９４市町村

注１）平成25年10月30日現在の国交省データに基づく。
注２）土砂災害の発生日時が不明、調査中のものを含む。
注３）今後の調査・確認の結果、数字が変わる可能性がある。

�土砂災害警戒情報発表４４６市町村のうち土砂災害の発生をともなうものは５２市町村（１２％）。【災害発生率】

�土砂災害が発生した６４市町村のうち土砂災害警戒情報の発表があったものは５２市町村（８１％）で、その被害は人

的被害４名、人家被害３０戸。【災害捕捉率】

�土砂災害警戒情報の発表のなかった１２市町村における土砂災害では、人家被害１戸（人的被害なし）。

平成25年台風18号による土砂災害発生状況及び土砂災害警戒情報発表状況（全国）
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和歌山県における土砂災害発生状況及び土砂災害警戒情報発表状況（運用開始以降）

�土砂災害警戒情報発表２０８市町村のうち土砂災害の発生をともなうものは２１市町村（１０％）。【災害発生率】

�土砂災害が発生した２２市町村のうち土砂災害警戒情報の発表があったものは２１市町村（９５％）。【災害捕捉率】

�土砂災害警戒情報の発表のなかった１市町村における土砂災害では、人的・家屋被害なし（土石流）。

土砂災害発生
２２市町村

土砂災害警戒情報発表
２０８市町村

２１市町村

１市町村

１８７市町村

注）平成26年10月30日現在の和歌山県データに基づく。



土砂災害警戒情報の捕捉情報

気象庁による土砂災害警戒判定メッシュ情報
http://www.jma.go.jp/jp/doshamesh/

http://kasensabo01.pref.wakayama.lg.jp/new/
和歌山県による土砂災害警戒情報の捕捉情報

地域的な危険性の広がりを分布図にて提供

CLによるスネークラインで危険性を表現
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1
時
間
雨
量

ミ
リ

土壌雨量指数 ミリ

■現在、土砂災害警戒避難基準に達している

■ 1時間後に土砂災害警戒避難基準に達する予想

■ 2時間後に土砂災害警戒避難基準に達する予想


